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１．2010年度 アジア経済研究所調査研究方針

１．基本方針

アジア経済研究所の基本方針は、2007 年 12 月に閣議決定された「独立行政法人整理合理化
計画」に沿って、アジア等開発途上国・地域の貿易の拡大と経済協力の促進に寄与する基礎的
かつ総合的な調査研究を行う国のシンクタンクとして、政策の基盤となる研究を実施すること
である。
研究手法としては、アジア、中東、アフリカ、中南米など開発途上国・地域の現地に軸足を

おいた経済・政治・社会などの諸動向に係る分析を継続的に行う地域研究と、最先端の理論を
踏まえた計量的実証分析に基づく開発研究手法による世界水準の研究を行う。これにより、中
長期的視点から、政策やビジネスの基礎的材料となる付加価値の高い歴史的・構造的な分析及
び計量分析等に基づく研究成果を政策立案者に提供する。
調査研究は、①政策当局の要請に基づく即応性の高い研究課題に取り組む「政策提言研究」、

②政策当局の持つ潜在的かつ中期的な政策ニーズ・社会的ニーズを先取りした研究課題に取り
組む「政策提言に資する分析研究」、③「政策提言研究の根幹をなす基礎的・総合的研究」の
3 つのカテゴリーに区分して実施する。また、研究成果を共有し、国際的に議論をリードして
いく観点から各国研究機関や国際機関との国際共同研究に取り組む。
上記研究活動によって生み出された研究成果および付加価値の高い知識・情報・統計データ・

見方等は、政府への政策提言・政策判断の基礎材料提供、産業界・国民の途上国理解促進、学
界の学術水準維持・向上等のために、①ポリシ－・ブリーフの作成、ポリシー・フォーラムの
開催、②ウェブ発信の強化、③国内外におけるシンポジウム・講演会・セミナー・ワークショッ
プ等の開催、有識者会議及び学会等での論文発表、④出版、外部査読付きジャーナル、等を通
じ対外情報発信する。
また研究所図書館は、開発途上国研究に関する専門図書館として、学術資料の他、各国の政

府刊行物、統計書、新聞・雑誌等の多言語にわたる資料を継続的に収集、整備、提供すると共
に、利用者サービスの拡充を図る。
研究所は、研究者の集積・研究蓄積と充実した研究ネットワークを活用し、アジア等の経済

連携の強化に向けた議論をリードするとともに、世界の開発途上国研究の交流プラットフォー
ムとして、内外の研究者に政策討議を行う場を提供する。また、開発途上国研究に関する最先
端の研究成果を活かし、良質なカリキュラム提供することで、開発専門家に資する人材育成研
修事業を実施し、理論と実践能力を兼ね備えた開発専門家を育成する。



加えて、研究部門と調査、事業部門との連携強化を図り、シナジー効果をより一層高めるた
めの取組を積極的に行う。

２．活動方針

（1）研究事業
研究事業としては、①政策提言研究、②政策提言に資する分析研究、③政策提言研究の根幹

をなす基礎的・総合的研究を実施し、貿易・投資のみならず、社会分野など開発途上国・地域
が抱える多様な分野を対象にすることで、開発途上国・地域の全体像を理解するように努める。

① 政策提言研究：
政策当局の要請に基づく即応性の高い研究課題に取り組む。
経済産業省など関連省庁および本部各部門との連携を図りながら、政策当局の要請に基

づき、アジア等研究ネットワーク構築支援事業（補助金）をはじめ、日中韓 FTA 共同研
究、日中経済連携（広東省産業高度化）研究、日中 FTA 研究、APEC 共同研究、UNIDO・
ERIA 共同研究、中国・インドの台頭と東アジアの変容に関する研究、中東・南アジア地
域の平和システム構築研究、対アフリカ投資誘致型実証事業、等に取り組み、わが国の国
益に適った政策提言に資することを目指す。

② 政策提言に資する分析研究：
政策当局の持つ潜在的かつ中期的な政策ニーズ・社会的ニーズを先取りした研究課題に

取り組む。
第三期中期計画の中核事業である、「アジア等の経済連携の強化に向けての貢献等」に

資するために、「東アジア経済圏の形成と課題：経済統合と成長戦略」、「新興国の市場・
産業分析」、「開発途上国の比較政治経済分析・国際関係」の 3 つの課題を定め、重点的に
資源を投入し実施する。例えば、東アジア世代重複一般均衡モデルを構築し、それぞれの
国が段階的に高齢化を迎える東アジアにおいて貿易・投資政策が貿易、生産に与える効果
についてシミュレーション分析等を実施する。
また、中期計画期間中に取り組む経常分析研究として、国際産業連関分析やアジア諸国

の動向分析の等の既存の研究プロジェクトに加え、東アジア地域国際道路、通関迅速化措
置、ゲートウェイ構想等の効果を県別に分析可能な次世代経済地理シミュレーションモデ
ル（GSM）の構築に着手する。また、家計の世代別消費行動を織り込み東アジアの市場予
測を可能とするアジア長期経済成長のモデル分析等を実施する。
これに加え、国際機関、自治体と双方の知見を活かした連携研究についても引き続き実

施し、政府・産業界・学界等の各層ニーズに幅広く対応する。例えば、世界貿易機関（WTO）
と共同で、貿易統計の国別付加価値（value-added content of international trade flows）を推計
する。福岡県とは、福岡・九州と東アジア・世界を結ぶゲートウェイ構想が同県・同地域

Ⅹ�　付　　録　127



にもたらす影響について連携研究を実施し、地域の発展に貢献する。
さらには、国内外に関心の高い緊急発生的な事態に迅速に対応する機動研究を時宜に応

じて立ち上げる。

③ 政策提言研究の根幹をなす基礎的・総合的研究：
有識者会議及び学会等への参加・発表、情報交換を通じた最新の学術研究動向の把握、

セミナー・シンポジウム、関係省庁との政策フォーラム、外部有識者懇談会の開催等を通
じた産官学のニーズ把握等を踏まえ課題提案型研究に取り組む。
開発途上国・地域をめぐる現下の情勢認識に基づき、「持続的発展のための国家と企業

の新戦略（経済 ･ 環境）」、「均衡ある発展に向けての政治的安定と社会的弱者の包摂（政治・
社会）」の 2 つを基礎研究の優先テーマに据え、調査研究を実施する。

（2） 研究成果の発信・普及
出版・講演会・セミナー・ウェブサイト等により、研究成果を広く普及させる。
研究や教育のみならず、政策やビジネスにも役立つ視点、分析枠組、付加価値の高いデータ
を機動的に発信するための新たな取組として、途上国における政治経済変動に対応した分析を
機動的に発信する「アジ研ウェブフォーラム（仮称）」を立ち上げる等、ウェブ発信を一層強
化する。
特に、政策担当者のニーズに応えるため、研究成果の政策含意と付加価値のある分析をコン

パクトに整理した「ポリシー・ブリーフ」を作成し、「アジ研政策フォーラム」等を通じ政策
担当者にブリーフ、政策判断の基礎材料となる付加価値の高い歴史的・構造的分析及び計量分
析等に基づく研究成果も併せ提供する。
また、国内外におけるシンポジウム・講演会・セミナー・ワークショップ等の開催、有識者

会議及び学会等での論文発表、出版、外部査読付きジャーナル等を通じて、政策担当者、ビジ
ネス界・実務家、学界・有識者等国民各層のニーズに応じた成果の普及を図る。特に、国内外
の講演会等の開催に当たっては、本部が有する広範なネットワークを活用し、機動的に実施で
きるように連携を強化する。

（3）研究所図書館
研究所図書館は、開発途上国研究の共通インフラの役割を果たす専門図書館として学術資料

の他、各国の政府刊行物、統計書、新聞・雑誌等の多言語にわたる資料を収集、整備、提供す
ると共に電子媒体による資料・情報の収集も進め、図書館資料に関する情報の積極的な発信を
行う。また、来館者はもとより特に遠隔地利用者及び非来館利用者の利便性を高め、所蔵資料
に関する情報の効果的な発信を通して、蔵書の利用度を向上させる。このため、電子図書館の
安定的稼動およびコンテンツのさらなる充実を図るとともに、新たに新着資料の紹介を開始
し、また新着アラートサービス（雑誌の最新号到着情報・新着資料情報の配信）を進め、図書
館相互貸借制度や本部ビジネスライブラリーに設置したサテライト等を活用したサービスを展

128



開する。

（4）研究ネットワーク・人材育成
研究所の調査研究活動の一環として、開発途上国の経済・社会・政治等諸事情の把握及び貿

易投資等の理論の修得等を行い、研究水準の向上、研究ネットワークの構築・拡大、研究所の
認知度向上を図るため、途上国地域の研究機関・大学をはじめ、欧米等の開発途上国研究機関
へ研究員を海外研究員として派遣する。さらに国際的に優れた業績を有する開発途上国研究の
専門家を海外客員研究員・開発専門家等として招聘する。
また、研究所の最先端の研究成果に基づいた知的貢献の一環として、開発スクール（イデア

ス：IDE Advanced School）を運営し、良質なカリキュラムを提供し、理論と実践能力を兼ね備
えた開発専門家を育成する研修事業を実施する。

（5）競争的資金の獲得
研究所の研究を充実させるための新たな財源として、研究蓄積と研究者の集積を活用し、国

際機関・政府機関等からの受託研究や文部科学省等科学研究費補助金などの競争的資金を獲得
し、財源の多様化を図る。

（6） 研究部門と調査、事業部門等との連携強化
研究所と調査、事業部門、海外事務所等が連携を強化し、研究、成果普及等の事業の拡充を

図りシナジー効果を高めるための取組を行う。また、管理的業務等の効率化のための取組も一
層推進する。

２．平成23年度調査研究課題一覧
研究会課題名 主査

（＊は外部） 幹事

中国の産業発展プロセスの横断的分析：産業組織論的アプローチ 渡邉真理子 丁　　可
ポスト移行期南アフリカの社会変容 牧野久美子 佐藤千鶴子
インドにおける農工連関 内川　秀二 内川　秀二
インドの地域・階層間格差：最貧困ビハール州のゆくえ 辻田　祐子 辻田　祐子
イスラームと政治的異議：アジアと中東の比較研究 ク ー ブ ー

テック
中西　嘉宏

東アジア統合とその理論的背景 黒岩　郁雄 田中　清泰
「アジア域内金融協力」再考：進展と課題 柏原　千英 柏原　千英
農閑期におけるマイクロファイナンスの労働移動阻害効果：バングラデシュにおける
実験経済学的実証分析

ションチョ
イ アブー

山形　辰史

開発途上国における少子高齢化社会との共存 大泉啓一郎＊ 小山田和彦
アジア・アフリカの農家・都市労働者の行動原理の解明と推計 伊藤　成朗 工藤　友哉
経済統合が進むアジアにおけるリサイクル 小島　道一 道田　悦代
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中国における流域の環境保全・再生に向けたローカル・ガバナンスの改革 大塚　健司 大塚　健司
環境政策形成過程の国際比較 寺尾　忠能 寺尾　忠能
アジアの司法化と裁判官の役割 今泉　慎也 知花いづみ
東アジアにおける人の移動の法制度 山田　美和 山田　美和
途上国の視点からみた「貿易と環境」問題 箭内　彰子 道田　悦代
アジア諸国の動向分析 奥田　　聡 中川　雅彦
2005 年国際産業連関表の作成と利用（Ⅲ） 猪俣　哲史 桑森　　啓
国際産業連関分析のフロンティア 猪俣　哲史 猪俣　哲史
貿易指数の作成と応用（Ⅵ） 野田　容助 黒子　正人
アジア長期経済成長のモデル分析 野上　裕生 植村　仁一
東アジア経済地理データセットの作成と分析 熊谷　　聡 坪田　建明
中東企業の国際事業展開 土屋　一樹 齋藤　　純
東南アジア政治制度の比較分析 中村　正志 中村　正志
エジプトにおける社会契約の変容と政策への影響 伊能　武次＊ 土屋　一樹
ラテンアメリカにおける「排除された者たち」の政治参加 上谷　直克 近田　亮平
新興諸国における社会福祉と統治性 村上　　薫 村上　　薫
差異との共存：開発途上国における寛容の政治 間　　　寧 間　　　寧
ラテンアメリカ政治経済社会研究会 宇佐見耕一 山岡加奈子

上谷　直克
新興国におけるベーシックインカムに関する理論研究 宇佐見耕一 宇佐見耕一
ベトナムの農村発展－高度経済成長下の農村経済の変容 坂田　正三 塚田　和也
ポストMFA期における低所得国の縫製産業 福西　隆弘 明日山陽子
中東諸国における繊維・アパレル企業の経営と情報戦略 岩崎　葉子 岩崎　葉子
コスタリカ総合研究 山岡加奈子 北野　浩一
アジア農村における地域社会の組織形成メカニズムに関する研究 重冨　真一 岡本　郁子
紛争と和解：アフリカ・中東の事例から 佐藤　　章 津田　みわ
東南アジア移行経済の経済政策と経済成長：ミャンマーとベトナムの比較研究 久保　公二 久保　公二
世界的景気後退と開発途上国の政策対応 国宗　浩三 井上　　武
児童労働撤廃に向けた多面的アプローチ 山形　辰史 中村　まり
開発途上国の障害者と貧困削減 山形　辰史 森　　壮也
国際産業連関分析論 玉村　千治 桑森　　啓
技術選択と経済発展 弦間　正彦＊ 吉野　久生
開発途上国の障害者雇用－雇用法制と就労実態 小林　昌之 小林　昌之
グローバリゼーションと多国籍企業のシミュレーション分析 田中　清泰 田中　清泰
キャッチアップ再考 佐藤　幸人 佐藤　幸人
アジアにおける海上輸送と港湾 池上　　寛 池上　　寛
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